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広島市議会議員（議長）

平成 31 年 3 月 （1）市 議 会 だ よ り

ご挨拶

広島市議会議員（議長） 永田雅紀

　時下、皆様にはご清祥のこととお喜び申し上げます。また、平素より議会活動にご理解
とご協力を賜り、誠に有り難く厚く御礼申し上げます。
　さて、昨年発生しました西日本豪雨災害の被災地は未だ復旧途上にありますが、少し
でも早い復興を願い、広島市議会としましても被災者に寄り添う施策の後押しを行って
いるところでございます。その後も災害は各地で頻発しており、災害時にどう行動したか
について等の情報が共有されつつありますが、災害は来るものとして、あらためて各自
の備えのご確認を望むところでもあります。
　また、先日サッカースタジアムの建設予定地が中央公園広場に決定しました。スタジ
アム利用や周辺への検討・経費及び広島の中枢拠点性の検討、回遊性の高い魅力あるまちづくり等を検討し
総合評価として
　○�サッカースタジアムによる都市活性化に関しては、それぞれの候補地の特性を生かすことにより、どの候補地においても一定の効果が得
られると評価できる。その効果をより一層高めていくには、スタジアムの多機能化・複合開発などによる年間を通じた集客の促進が不可
欠であり、滞留場所の確保といった利用者の安全面も重要になる。

　○�この点において、旧広島市民球場跡地は、他の候補地に比べて、敷地の制約から多機能化・複合開発が制限され、利用者の滞留場所も十
分確保できない。さらに、経費面においても、他の候補地に比べて建設事業費が高いといった課題があることから、３つの候補地の中で
優位性は低い。

　○�旧広島市民球場跡地を除く２つの候補地を比較すると、多機能化・複合開発や利用者の滞留場所の確保の面では同等と評価できるが、ア
クセス性の面で、既存の交通体系により試合時の大量の観客の輸送に対応できる中央公園広場が優位であり、経費の面では、建設事業
費は同等であるものの、年間管理運営収支は中央公園広場が若干優位である。

　○�こうした評価を踏まえ、周辺住民の生活環境の確保のための対策を講ずることを前提として総合的に判断すると、スタジアム建設場所と
しては「中央公園広場」が最も適している。

事業主体 
　建設及び管理運営の主体は広島市とする。
建設資金の確保 

国の交付金を最大限に活用するほか、関係企業や個人からの寄付金、使用料収入などにより資金を確保しつつ、その他の資金の確保につい
て広島県、広島市及び広島商工会議所が協力して検討する。 

規模 
　観客席３万人規模とする。 
事業手法 
　民間のアイデアやノウハウを活用した事業手法の導入により、事業効果の最大化、設計・施工や管理運営の効率化などを図る。
整備スケジュール（予定） 
　平成31年度 
　　基本計画策定、設計・施工の発注準備 
　平成32年度～平成35年度 
　　基本設計、実施設計、建設工事、開業準備 
周辺住民への配慮 
　建設及び開業後の運営に当たっては、周辺住民の意見を聞きながら、地域の生活環境を確保するために必要な対策を講じる。 
基本方針の策定等 

本合意事項を基に、広島県、広島市及び広島商工会議所において、サンフレッチェ広島の意見も聞きながら、速やかに、スタジアム建設の基
本的事項をとりまとめた基本方針を策定する。また、スタジアム建設と連携した旧広島市民球場跡地を含む紙屋町エリアの賑わいの創出に
ついて検討する。

と、4者により合意されました。広島市の活性化のための施策としてはサッカースタジアムのみだけではなく、それに付帯する施設の検討や広島
市広域公園のスタジアムの今後、宇品地区の活性化などの課題も大きく、今後注視すべきところと思っております。
　今号は平成31年度の予算案と広島平和記念資料館本館のリニューアルオープンについて、そして広島市議会が取り組みました広島市議会
基本条例に基づく取組を掲載させて頂きました。広島市議会は日々改革を試みており、市民の皆様に分かり易く関わりやすい市議会であるこ
とにつとめております。本号に限らずお気付きの点等がございましたら、事務所までご連絡下さいます様お願い申し上げます。
　最後になりましたが、皆様方の御健勝と御多幸を心よりお祈り申し上げ、今後とも市政発展にあらゆる努力を傾注して参る所存でございます
ので、ご指導ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げましてご挨拶とさせていただきます。

春期号



平成 31 年 3 月（2） 市 議 会 だ よ り

区　　分 平成31年度当初予算額（Ａ） 平成30年度当初予算額（Ｂ） 差引（Ａ）－（Ｂ）
伸率

一般会計 6,700億5,261万1千円 9,509億6,794万円7千円 190億8,466万円4千円 2.9％
特別会計 4,244億816万9千円 4,189億5,242万9千円 54億5,574万円 1.3％
企業会計 1,482億2,601万円 1,441億9,102万3千円 40億3,498万円7千円 2.8％
全 会 計 1兆2,426億8,679万円 1兆2,141億1,139万9千円 285億7,539万1千円 2.4％

区分 平成31年度当初予算額（Ａ） 平成30年度当初予算額（Ｂ） 差引（Ａ）－（Ｂ）
伸率

個人市民税 1,022億4,303万7千円 959億7,161万8千円 62億7,141万9千円 6.5％
法人市民税 217億2,672万8千円 223億9,753万8千円 ▲6億7,081万円 ▲3.0％
固定資産税 824億8,614万6千円 805億2,700万7千円 19億5,913万9千円 2.4％
そ　の　他 328億3,232万9千円 328億6,696万円7千円 ▲3,463万8千円 ▲0.1％

計 2,392億8,824万円 2,317億6,313万円 75億2,511万円 3.2％

2020年までの核兵器廃絶を目指した取組の推移
NPT再検討会議等国際会議の誘致
NPT再検討会議などの国際会議の広島開催実現
に向け、国との協議を行う。

15万8千円

2020ビジョンキャンペーンの展開 1,499万2千円
NPT再検討会議第３回準備委員会への出席
　時　期　31年4・5月
　訪問先　米国・ニューヨーク市

723万1千円

全米市長会議年次総会への出席
　時　期　31年6・7月
　訪問先　米国・ホノルル市

183万1千円

核兵器禁止条約締約国会議への出席
　訪問先　米国・ニューヨーク市 306万5千円

平和首長会議国内加盟都市会議総会の開催
　時　期　31年11月
　場　所　東京都国立市

115万1千円

核兵器禁止条約の早期締結を求める署名活動の
展開等 171万4千円

第11回平和首長会議理事会の開催
32年8月に開催する第10回平和首長会議総会
で策定する2020年以降の行動指針等について
審議する。
　時　期　31年11月
　場　所　ドイツ・ハノーバー市

798万9千円

高齢者が地域で安心して暮らしていくための支援
包括的支援事業 18億778万円3千円
地域包括支援センター運営事業 13億3,668万円
地域包括ケア推進センター運営事業
地域包括支援センターに対する調整支援機能、
在宅医療・介護連携の推進機能の強化を図るため、
「地域包括ケア推進センター」を各区役所で運
営する。

2,250万3千円

地域ケア会議推進事業
地域包括支援センター等がマネジメントの質の
強化を図るための会議等を開催する。

1,673万円2千円

在宅医療・介護連携推進事業
医療・介護双方を必要とする高齢者が、住み慣れ
た地域で住み続けることができるよう、在宅医療
と介護サービスを一体的に提供するための関係
機関の連携を推進する。
（主な取り組み内容）
①�市及び各区の在宅医療・介護連携推進委員会
の運営等。
②�かかりつけ医等からの相談に対応する窓口の
運営。
③在宅医療の実践を学ぶ職種別同行研修の実践。

8,675万円

こども医療費補助
中学3年生までの子どもの保護者に対し、子ど
もの医療費の一部を補助する。

　対象者　入院　中学3年生まで
　通院　小学3年生まで

　一部負担金（1医療機関等につき）

24億5,398万5千円

入　院 なし

通　院

保護者の所得金額が基準額（※）未満
　初診料算定時に500円
　※扶養人数が2人の場合、給与所得371万2,000円

保護者の所得金額が基準額以上
　未就学児
　　1日1,000円を限度（月2日まで）
　小学1～3年生
　　1日1,500円を限度（月2日まで）
　第三子以降の子ども
　　初診料算定時に500円

平成30年7月豪雨災害からの復旧
災害復旧工事144河川

東区
水
すいしょうごうがわ

晶郷川など10河川
4億6,170万円

安佐北区
桐
きりやまがわ

山川など106河川
15億8,120万円

安芸区
榎山川など28河川

15億4,910万円

平成31年度当初予算の概要（抜粋）

平成31年度当初予算主要事業（抜粋）

全 会 計　1 兆 2,426 億 8,679 万円（対前年度当初予算 2.4％）
一般会計　6,700 億 5,261 万 1 千円（対前年度当初予算 2.9％）

2,392 億 8,824 万円（対前年度当初予算 3.2％）

予　算　規　模

市　　　　　税



平成 31 年 3 月 （3）市 議 会 だ よ り

広島平和記念資料館本館の
　　リニューアルオープンについて
１　本館リニューアルオープン
　　平成３１年 (２０１９年 )４月２５日（木）

２　平和記念資料館本館の展示整備
　 �　本館は「被爆の実相」としており、東館の「導入展示」と、本館の「被爆の実相」の展示を構成する「８月６日のヒロシマ」

ゾーン、「被爆者」ゾーンという三つの展示を重ね合わせることにより段階的に具体性が高まっていくようにすることで、

あの日、きのこ雲の下で何が起こったのか、またその後広島の人々がどのような悲しみや苦しみを背負って生きたのか

など、被爆の実相を観る方に肌で感じてもらえるようにします。

３　本館の構成
　　（１）「８月６日のヒロシマ」ゾーン

�　「８月６日の惨状」、「放射線による被害」の二つのコーナーを設け、原爆被害の凄惨さや核兵器の非人道性を実
感してもらえるような内容とします。

　　（２）「被爆者」ゾーン
�　「魂の叫び」、「生きる」の二つのコーナーを設け、一人一人の被爆者の被害の実態、失われた命の尊さ及び被爆

者や遺族の苦しみ・悲しみなどが伝わるような内容とします。

入　　館
（東館1階）

①導入展示
（東館3階）

②被爆の実相
（本館）

③核兵器の危険性
（東館3階）

④広島の歩み
（東館2階）

⑤企画展示
（東館1階）

退　　館
（東館1階）

本館リニューアル後の観覧動線について（参考）
エスカレーター

渡り廊下

渡り廊下

階段

階段



平成 31 年 3 月（4） 市 議 会 だ よ り

年度 取組事項 具体的な内容 説　　　　　　　　　　　明

平
成
27
年
度

市民に分かりやすい
開かれた議会運営

一般質問の発言残時間の表示 分かりやすい会議運営のため、議場内にディスプレイを設置し、質問時間の制
限がある本会議の一般質問において、質問の残時間を表示するようにしました。

議長記者会見の実施（試行） 市民に開かれた議会の実現を目指し、議会の諸活動を積極的に広報するため、
定例会最終日の本会議終了後、議長記者会見を実施（試行）するようにしました。

広島市議会のフェイスブック開設 情報発信手段を拡充し、市民をはじめ多くの方が広島市議会に関する情報に触
れる機会を増やすため、フェイスブックを開設しました。

政務活動費収支報告書及び領収書の閲覧 政務活動費の使途の透明性の確保に資するため、収支報告書と領収書等の写し
を議会棟で閲覧することができるようにしました。

政務活動費収支報告書のホームページ
公開

政務活動費の使途の透明性の確保に資するため、収支報告書を市議会ホームペー
ジで公開しました。

広島市議会における災害発生時の対応
要領の策定

広島市において大規模な災害が発生したときの市議会と市議会議員の対応等を
定めることにより、市災害対策本部と連携し、被害の拡大防止、被災者の支援、
災害の復旧に寄与することを目的として、「広島市議会における災害発生時の対
応要領」を策定しました。

平
成
28
年
度

市民に分かりやすい
開かれた議会運営

本会議の生中継及び議長記者会見に
手話通訳を導入

聴覚障害者向けに、本会議中継及び議長記者会見に手話通訳を導入しました。

広報紙のデイジー版（ＣＤ）の導入 視覚障害者向けに、広報紙のカセットテープ版に加えて、デイジー版（ＣＤ）
を導入しました。

核兵器の廃絶と世界
恒久平和の実現

オバマ米国大統領への広島訪問の要請

オバマ米国大統領に広島市民と平和の思いを共有していただき、被爆地広島か
ら核兵器廃絶へのゆるぎない決意を世界へ発信していただければ、核保有国の
政治指導者の被爆地訪問につながり、「核兵器のない世界」の実現に向けた国際
的な動きが確実に前進するものと願い、広島市民にとって大きな望みである米
国大統領の広島訪問を要請しました。

オバマ米国大統領の広島訪問を受け、
被爆地から核兵器廃絶と世界恒久平和
の実現への決意を表明する決議を全会
一致で可決

平成28年 5月のオバマ米国大統領の広島訪問という歴史的な快挙が実現し、
これを「核兵器のない世界」の実現に向けた新たな出発点としていくために、
広島市議会が、長崎市議会と力を合わせ、世界の為政者等に被爆地訪問を働き
掛けるとともに、被爆の実相を伝える努力を続けるなど、改めて核兵器の廃絶
と世界恒久平和の実現に向けて全力を尽くす決意を表明しました。

議会の機能強化
都市魅力づくり対策特別委員会で、「新
たな観光資源の創出について」の政策
提言を取りまとめた報告書を作成し、
本会議で報告

都市魅力づくり対策特別委員会で、その調査項目のうち「新たな観光資源の創
出について」の調査研究をし、5点の政策提言（①被爆都市ヒロシマとダークツー
リズム、②広島ブランドの充実とニューツーリズムの創出、③インバウンド新
時代に向けた戦略的取組と受入環境整備の充実、④広域観光プロモーションの
推進と情報発信の強化、⑤グローバルＭＩＣＥ強化都市としての展開）等を取
りまとめた報告書を作成し、平成28年第2回定例会で報告するとともに、市
長に送付しました。

平
成
29
年
度

市民に分かりやすい
開かれた議会運営 広報紙の市民アンケート実施

アンケートを通じて、市議会に対する興味や関心をもっていただき、広報紙を
より多くの市民に読んでいただくために、どのような紙面が求められているか
読者調査を行いました。

核兵器の廃絶と世界
恒久平和の実現

平和推進・安心社会づくり対策特別委
員会を設置（「少子化対策について」
及び「核兵器廃絶に向けた議会の役割
と連携の在り方について」の政策提言
予定）

平和推進・安心社会づくり対策特別委員会で、結婚、妊娠・出産、子育ての各
段階に応じた様々な少子化対策について、また、核兵器廃絶に向けた議会の役
割と連携等の在り方についての政策提言を行うため、調査研究をしました。

市民参加の機会の充実 広島市立高等学校の生徒による市議会
への提案発表会の実施

平成28年に選挙権年齢が18歳以上に引き下げられたことを踏まえ、将来の
広島市を担う高校生からフレッシュなアイデアや提言等を幅広く聞くことで今
後の議会および議員活動の一助にすること、また、高校生に政治や行政への関
心を高めてもらうことを目的として、市立高等学校の生徒による市議会への提
案発表会を実施しました。

議会の活動に関する
情報の公開 政務活動費領収書のホームページ公開 政務活動費の使途の透明性の確保に資するため、政務活動費の全領収書（個人

情報などを黒塗りにしたもの）を市議会ホームページで公開しました。

議会の機能強化

都市魅力づくり対策特別委員会で、「ス
ポーツの振興について」（東京2020
オリンピック・パラリンピック競技大
会開催を契機としたスポーツの振興に
ついて）の政策提言を取りまとめた報
告書を作成し、本会議で報告

都市魅力づくり対策特別委員会で、その調査項目のうち「スポーツの振興につ
いて」（東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会開催を契機とした
スポーツの振興について）の調査研究をし、5点の政策提言（①事前合宿等誘
致の推進、②スポーツや健康づくりに親しめる身近な環境づくりの推進、③次
世代アスリートの育成と支援の充実、④障害者スポーツの推進、⑤スポーツツー
リズムの推進と平和発信）等を取りまとめた報告書を作成し、平成29年第2
回定例会で報告するとともに、市長に送付しました。

平和推進・安心社会づくり対策特別委
員会を設置（「少子化対策について」
及び「核兵器廃絶に向けた議会の役割
と連携の在り方について」の政策提言
予定）〔再掲〕

平和推進・安心社会づくり対策特別委員会で、結婚、妊娠・出産、子育ての各
段階に応じた様々な少子化対策について、また、核兵器廃絶に向けた議会の役
割と連携等の在り方についての政策提言を行うため、調査研究をしました。

平
成
30
年
度（
12
月
現
在
）

議会の機能強化
議会による政策の立案や提言に関する
機能の強化を図るため、協議又は調整
を行うための場として、「政策立案検
討会議」を設けることに決定

議会による政策の立案や提言に関する機能の強化を図るため、協議又は調整を
行うための場として、「政策立案検討会議」を設けることに決定し、市議会とし
て市長等への政策提言や条例案の作成に向けた取組を進めていくこととしまし
た。

その他の議会改革

広島市議会議員の選挙における選挙公
報を発行することに決定

選挙区ごとの各候補者の政策等を一度に多くの有権者に提供できるようにする
ため、広島市議会議員の選挙における選挙公報を発行することに決定しました。

議員の政策提案支援の一助とするため、
広島市議会資料検索システムを導入

議員の政策提案支援の一助とするため、データ化した会議資料を議員が取り出
せる広島市議会資料検索システムを導入しました。

広島市議会基本条例に基づく取組
（平成27年度以降（4年間の取組））


